
第六次栗東市総合計画前期基本計画令和5年度計画 令和５年７月４日（火）
第１回栗東市総合計画審議会　参考資料４

政策１　経済の安心を生み出す
 ◆目標 経済活動が活発で、多様な就労環境があるまち

今年度の目標
今年度の計画

（取り組み内容）
活動指標 計画値

施策1
地域経済の振興

　市内企業の生産性が向
上し、域内（市内）取引
が活発に行われ、地域経
済が活性化しています。

環境経済部/
商工観光労
政課

１ 地域経済循環の
推進
２ 人材確保・生産
性向上の支援

経済振興推進経費
中小企業情報発信事
業

先端設備等導入計画
認定件数：20件、魅
力情報発信冊子の掲
載事業者数：80者

先端設備等導入計画
の認定、市内企業の
魅力情報発信冊子の
作成。

先端設備等
導入計画の
認定件数

20件

環境経済部/
商工観光労
政課

１ 中小企業・小規
模事業者の経営基盤
の強化
２ 消費者ニーズの
創出
３ まちの賑わいの
創出

商工総務経費
商工団体等育成事業
中小企業振興事業
中小企業融資制度推
進事業
金融審査事業
商工団体等育成事業
中小企業振興事業
商工団体等育成事業
中小企業振興事業

創業者数：31人、信
用保証料助成件数：
19件、相談会相談件
数：24件

個店の魅力向上
（りっとうバル・ま
ちゼミ事業の実
施）、創業支援等事
業計画に基づく事業
の実施、市内中小事
業・小規模事業者の
経営基盤強化のため
の支援制度の実施。

創業者数
（延べ）

124人

環境経済部/
農林課

２ 消費者ニーズの
創出

農業振興会運営補助
栗東農業まつり補助

農業振興に繋がる各
団体・関係機関の農
業振興活動と合わ
せ、消費者が気軽に
農業体験できる事業
展開をし、将来的な
新規就農者へ繋げる
取り組みをする。

農業振興に繋がる各
団体・関係機関の農
業振興活動と合わ
せ、消費者が気軽に
農業体験できる事業
展開をし、将来的な
新規就農者へ繋げる
取り組みをする。

－ －

環境経済部/
農林課

１ 「農業振興基本
計画」の策定
２ 優良農地の確保
と適正利用の推進
３ 農業生産の充実
４ 農業生産基盤の
整備
５ 森林資源の保全
と活用

農業振興基本計画策
定委託業務
農業振興地域整備計
画見直し委託業務
人・農地プラン推進
事業
野菜等ﾚﾝﾀﾙﾊｳｽ事業補
助
集落営農促進事業
農業人材力強化総合
支援事業
農業振興会運営補助
土地改良事業
土地改良事業補助
経営体育成基盤整備
事業
新たな森林管理ｼｽﾃﾑ
（森林環境譲与税）
こんぜの里周辺施設
の公共施設マネジメ
ントの推進

農業振興基本計画に
基づく年次計画の確
実な実践と各種補助
施策の通常執行を見
込み、コロナ禍を理
由とした事業の停滞
を招くことが無いよ
う取り組んでいく。

人・農地プランに変
わる地域計画の推進
により、農地集積や
地域農業活動の展開
により目標が達せら
れると考える。

農業振興基
本計画の策
定

－

農業委員会
事務局

２ 優良農地の確保
と適正利用の推進

優良農地の最適化の
推進事業

「農地等の利用の最
適化の推進に関する
指針」に基づき設定
集積率:70％　遊休農
地現年発生：0㌃

「農地等の利用の最
適化の推進に関する
指針」に基づき担い
手への農地利用の集
積・集約化、遊休荒
廃農地の未然防止や
解消、新規就農等の
促進に取組む。

担い手農家
への農地利
用の集積・
集約化や
遊休農地の
発生防止・
解消を取組
む【集積
率】

70%

施策2
中小企業・小規
模事業者の振興

　商工業者と市民が協働
し、まちのにぎわいづく
りや地域資源の活用に
よって地域経済が活性化
し、雇用が安定していま
す。

施策3
農林業の振興

経営主体の強化や担い手
の育成が進み、農地・森
林が保全されるととも
に、地域経済の活性化に
資する持続可能な農林業
が活発に営まれていま
す。

主な事務事業
施策名

めざす姿

所管部/
所管課

基本事業

 総合計画評価
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第六次栗東市総合計画前期基本計画令和5年度計画 令和５年７月４日（火）
第１回栗東市総合計画審議会　参考資料４

政策１　経済の安心を生み出す
 ◆目標 経済活動が活発で、多様な就労環境があるまち

今年度の目標
今年度の計画

（取り組み内容）
活動指標 計画値

主な事務事業
施策名

めざす姿

所管部/
所管課

基本事業

 総合計画評価

環境経済部/
商工観光労
政課

１ 観光資源の磨き
上げ
２ 来訪者の受入環
境の充実
３ 戦略的な情報発
信
４ 観光消費の喚起

観光振興事業
観光道路等管理事業
観光物産協会補助

観光振興ビジョンに
基づき、栗東市観光
協会への事業運営支
援のほか、コロナ禍
を踏まえたこれから
の観光需要の動向等
の把握と、次期計画
策定の基礎資料を得
ることを目的に、観
光ニーズ等の調査を
実施します。

これまで停滞を余儀
なくされた誘客事業
の回復と推進を図る
とともに、民間事業
者との包括連携協定
の活用しながら、観
光情報の発信に積極
的に取り組む。

観光入込客
数（宿泊含
む）

1,200千人

環境経済部/
農林課

１ 観光資源の磨き
上げ

森林体験交流セン
ター管理運営事業
農畜産物処理加工施
設管理運営事業（ア
グリの郷栗東）
農業振興会運営補助
栗東農業まつり補助
金

こんぜ山の関係施
設、農畜産物処理加
工施設の適正な運営
により、農産物等直
売所などの観光資源
として事業継続・新
たな展開を目指す。

こんぜ山あり方検討
会の協議状況も踏ま
え、新たな観光資
源、経済対策等の検
討で需要が増加する
ものと考えられ、事
業が進捗すると見込
んでいる。

－ －

環境経済部/
商工観光労
政課

１ 安心して働ける
魅力ある職場づくり
２ 就労支援の促進

勤労者福祉推進事業
就労支援対策事業
同和地区労働者就労
対策事業

就職困難者等の就労
者数（「就職氷河期
世代」「ひきこも
り」「発達障がい
（成人期）」の方々
への就労支援の充実
をはかる）

市内事業所アンケー
トを活用した事業展
開の検討と、関係機
関と連携した相談業
務の充実に取り組
む。
市内事業所アンケー
ト結果を活用した事
業展開および相談業
務充実化に係る相談
員の資質向上を推
進。

就職困難者
等の就労者
数

21人

健康福祉部/
社会福祉課 ２ 就労支援の促進

被保護者就労支援事
業

被保護者の就労

 ケースワーカーと連
携を行いながら就労
支援員による就労支
援を実施します。ハ
ローワークなどの外
部機関との調整や協
力関係の継続を図り
ます。

ハローワー
ク同行等支
援延べ人数
（人）

35人

健康福祉部/
障がい福祉
課

２ 就労支援の促進

自立支援給付等事業
（就労移行支援、就
労継続支援A,B、就
労定着支援）
心身障がい者等福祉
推進経費

就労相談をベース
に、適正な自立支援
給付（就労継続支
援、就労移行支援、
就労定着支援）に努
める。

一般就労を希望する
人にはできる限り一
般就労ができるよ
う、関係機関と連携
をし、総合的な支援
に取り組む。

就労継続支
援、就労移
行支援の利
用延べ件数

3,200件

こども家庭
局/子育て支
援課

２ 就労支援の促進 母子福祉推進事業
ひとり親家庭等の生
活の安定と自立に向
けた支援を行う。

母子・父子自立支援
員等と密接な連携を
図りながら、相互に
協力して、ひとり親
家庭等に対する相談
支援を行う。

滋賀県ひと
り親家庭福
祉推進員設
置人数

9人

施策4
観光の振興

まちの優れた地域資源の
磨き上げや、市民・事業
者・関係団体・行政が一
体となった周遊型観光の
推進と国内外に対する効
果的な観光情報の発信に
より、来訪者が増加して
います。

施策5
就労の支援

就職困難者等への理解と
受け入れが進み、雇用機
会の広がりと働きやすい
就労環境の実現により、
多様な人々が活躍してい
ます。
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第六次栗東市総合計画前期基本計画令和5年度計画 令和５年７月４日（火）
第１回栗東市総合計画審議会　参考資料４

政策１　経済の安心を生み出す
 ◆目標 経済活動が活発で、多様な就労環境があるまち

今年度の目標
今年度の計画

（取り組み内容）
活動指標 計画値

主な事務事業
施策名

めざす姿

所管部/
所管課

基本事業

 総合計画評価

市長公室/企
業立地推進
課

１ 新たな企業の立
地促進
２ 「まちづくり基
本構想（後継プラ
ン）」の促進

企画調整推進経費
（企業立地）
工場立地推進事業
東部開発推進事業

企業立地推進計画に
基づく産業集積に向
けた地域まちづくり
支援数　１

土地利用方針の検討
や工業団地の整備に
係る地区計画案の作
成についての相談対
応、助言

産業集積に
向けた地域
まちづくり
の支援

1件

建設部/道
路・河川課
【国・県事
業対策室】

２ 「まちづくり基
本構想（後継プラ
ン）」の促進

新駅問題調整

基盤整備、企業立地
所管課と連携し、今
後の取り組みの整理
について県と協議し
地元調整を行う。

基盤整備と企業立地
の進捗状況を踏ま
え、今後の取り組み
の整理について県と
協議し、自治会・地
権者理解を得るよう
調整を行う。

－ －

施策6
産業拠点の形成
と企業立地の促
進

交通の要衝として恵まれ
た本市の地域特性と新た
に整備されるインフラの
効果を活かし、新たな産
業拠点の形成や企業立地
が進んでいます。
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第六次栗東市総合計画前期基本計画令和5年度計画 令和５年７月４日（火）
第１回栗東市総合計画審議会　参考資料４

政策２　教育・子育ての安心を育む
 ◆目標 自己肯定感が高く、笑顔にあふれた子どもを育むまち

今年度の目標
今年度の計画

（取り組み内容）
活動指標 計画値

こども家庭
局/子育て支
援課

１ 学童保育所の充
実
２ 児童館の充実
５ 子どもを守る仕
組みづくり

学童保育所管理運営
事業
児童館会計年度任用
職員配置事業
児童館管理運営経費
家庭児童相談室運営
事業

学童保育ニーズの増
加などに伴い既存施
設での受け入れが困
難な地域に、民設に
よる新たな学童保育
所を設置し、児童が
安心・安全に学童保
育を利用できるよう
保育環境を整える。

緊急性・安全性を踏
まえ、必要に応じて
改修や修繕を図りな
がら、公設施設の維
持管理に努め、学童
保育の運営支援を行
う。

学童保育所
整備クラブ
数

18か所

こども家庭
局/こども家
庭センター

５ 子どもを守る仕
組みづくり

家庭児童相談室運営
事業

児童虐待の予防と早
期発見、また虐待を
受けた児童等の保護
のため関係機関と連
携し支援する。

要保護児童対策地域
協議会（代表者会
議、実務者会議、個
別ケース検討会議）
を適宜開催する。

－ －

こども家庭
局/幼児課

３ 家庭・地域・学
校の連携強化
５ 子どもを守る仕
組みづくり

子育て環境整備事業
虐待支援事業

非認知能力の育成に
ついて園と家庭との
連携を推進してい
く。

保育の中で非認知能
力を育つ環境や工夫
について研究を進
め、保護者にも発信
していく。

－ －

教育部/生涯
学習課

３ 家庭・地域・学
校の連携強化
４ 青少年の健全育
成

青少年育成推進事業
生涯学習講座開催事
業
成人式開催事業
青少年教育推進経費
少年センター運営費

放課後子ども教室及
び街頭補導活動の参
加実績及びはたちの
つどいの参加率。

放課後子ども教室は
全学区で実施する。
街頭補導は車両によ
るパトロール及び重
点地域のパトロール
を実施する。はたち
のつどいは昨年度ま
では２部制から１部
制に戻して実施す
る。

放課後子ど
も教室に参
加した児
童・スタッ
フ数

4,000人

市内の不登校・不適
応にある児童生徒と
その保護者、ならび
に各小中学校の児童
生徒支援の取組を支
援する。

児童生徒支援室にお
いて、心理的支援、
学習機会の保障、各
校の取組支援を実施
する。また市内各校
のいじめ問題につい
て、いじめ基本方針
の見直し等必要な支
援を行う。

教育部/学校
教育課

３ 家庭・地域・学
校の連携強化
５ 子どもを守る仕
組みづくり

児童生徒支援室設置
事業
いじめ防止対策事業
学校サポート支援員
等事業
ケアサポーター派遣
事業

不登校生徒
在籍率(中
学生）

3.63%

施策1
子育て環境の充
実

次代の社会を担う子ども
が健やかに育つととも
に、身近な地域において
子育てしやすい環境が整
備されています。

施策名

めざす姿

所管部/
所管課

基本事業 主な事務事業

 総合計画評価
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第六次栗東市総合計画前期基本計画令和5年度計画 令和５年７月４日（火）
第１回栗東市総合計画審議会　参考資料４

政策２　教育・子育ての安心を育む
 ◆目標 自己肯定感が高く、笑顔にあふれた子どもを育むまち

今年度の目標
今年度の計画

（取り組み内容）
活動指標 計画値

施策名

めざす姿

所管部/
所管課

基本事業 主な事務事業

 総合計画評価

こども家庭
局/こども家
庭センター

５ 母子保健の推進

母子保健事業（乳幼
児健診）
母子保健事業（妊婦
健診等）

１歳６か月健診受診
率98.5％を目指す。

乳幼児健康診査等の
機会を通じて、望ま
しい生活習慣の形成
と成長・発達を支援
する。また、妊産婦
の健康管理支援、伴
走型相談支援、経済
的支援を行い、リス
クの高い妊産婦等に
対して関係機関と連
携し、継続的な支援
を行う。安心して健
診が受診できるよう
予約システムの導入
など体制構築を行
う。

１歳６か月
児健診受診
率

98.5%

こども家庭
局/子育て支
援課

１ 地域子育て支援
センターの機能充実
２ 家庭養育の支援
３ ひとり親家庭へ
の支援

子育て支援センター
会計年度任用職員配
置事業
地域子育て支援セン
ター事業
母子福祉推進事業
母子家庭自立支援等
給付金事業
母子生活支援施設入
所措置事業

子育ての不安や負担
を軽減できるよう、
子育て支援事業をHP
や広報などで広く周
知し、ニーズに合わ
せた講座を開催す
る。

市内３か所の地域子
育て支援センターが
連携・協力し、子育
て相談や子育て講座
などの事業を実施す
る。また、子育て
サークルの育成や支
援を進める。

地域子育て
支援拠点利
用人数

57,900人

こども家庭
局/発達支援
課

２ 家庭養育の支援
４ 切れ目のない発
達支援

たんぽぽ教室運営事
業
幼児ことばの教室運
営事業
発達支援事業

切れ目のない支援の
実現（支援継続のた
めの連携の強化）

校園等への訪問によ
る巡回支援や、高校
訪問を実施すること
により、効果的な支
援が円滑に進むよう
支援継続の強化を図
る。

発達相談・
検査の件数

1,350件

こども家庭
局/幼児課 ２ 家庭養育の支援

職員研修事業（保育
園）
教員研修事業（幼稚
園）

保護者に様々な情報
提供や学習の場を設
ける。

各園において保護者
研修の計画・実施を
行う。

保護者への
人権啓発事
業を行う園
の数

11か園

施策2
子育て家庭への
支援

家庭や地域において、安
心して子育てができる環
境が整備され、すべての
保護者と子どもが健やか
で心豊かに暮らしていま
す。早期からの適切な発
達支援サービスを受ける
ことができ、子どもたち
が集団に適応し健全に
育っています。
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第六次栗東市総合計画前期基本計画令和5年度計画 令和５年７月４日（火）
第１回栗東市総合計画審議会　参考資料４

政策２　教育・子育ての安心を育む
 ◆目標 自己肯定感が高く、笑顔にあふれた子どもを育むまち

今年度の目標
今年度の計画

（取り組み内容）
活動指標 計画値

施策名

めざす姿

所管部/
所管課

基本事業 主な事務事業

 総合計画評価

こども家庭
局/幼児課

１ 就学前教育・保
育の提供

職員研修事業（保育
園）
教員研修事業（幼稚
園）
保幼小連携事業
職員研修事業（保育
園）
人材確保支援事業

就職支援研修会や保
育のおしごとフェア
開催、就職フェア参
加により、市内園の
人材確保につなげ
る。

就職支援研修では、
座学・体験などを取
り入れて魅力ある研
修内容を行い、保育
のおしごとフェアや
おしごと相談会など
保育の仕事に関して
PRする機会を作る。

潜在保育士
を発掘し、
雇用につな
げる

５名

こども家庭
局/幼児課

１ 就学前保育・教
育環境の向上
２ 就学前教育・保
育人材の育成・確保

保育所入所事業
幼稚園入所事業
私立保育所運営等補
助
保育園施設維持補修
事業
民間事業者の人材確
保支援

待機児童の解消に努
める。

民設民営化等の取組
みを進める。また、
公立園のこども園化
に取組む。栗東市子
ども・子育て支援事
業計画の改定作業に
取組む。

民間保育所
設立数（既
存園のこど
も園への移
行整備数含
む）

０園

教育部/学校
教育課

１ 就学前教育・保
育の提供

保幼小連携事業
特別支援教育推進事
業
学校サポート支援員
等事業

今年度も引き続き保
幼小接続カリキュラ
ムを実施予定であ
り、新型コロナ感染
症の感染症法上の位
置づけが変更になる
ことを踏まえた積極
的な取組を行う。

各小学校区での取組
を学校だよりや入学
説明会等で保護者へ
伝える。年度末には
保幼小の担当者で振
り返りを行い、昨年
度の振り返りを今年
度の取組に生かす。

保幼小接続
カリキュラ
ムの実施

100%

こども家庭
局/幼児課

３ 小・中学校、幼
稚園等における給食
の提供

保育所管理運営経費
幼稚園自園給食事業
幼稚園給食材料

食に興味をもち、楽
しく食事ができる環
境づくりに努める。

食事の環境づくりや
食育の取り組みつい
て情報交換を行う。

食育推進に
向けて園で
食育教室を
行う園の数

11か園

教育部/教育
総務課 ２ 教育環境の整備

小学校施設維持補修
事業
小学校大規模改造事
業
中学校施設維持補修
事業
中学校大規模改造事
業

大規模改造等事業計
画を精査し、工事を
適正に発注・委託す
る。

大宝西小学校大規模
改造事業、栗東中学
校ＬＥＤ化事業、葉
山中学校グラウンド
改良事業を実施す
る。

主要大規模
改造事業
（トイレ洋
式化事業含
む

３校

教育部/学校
教育課

１ 学校教育の充実
２ 教育環境の整備
３ 小・中学校、幼
稚園等における給食
の提供

英語指導助手派遣事
業
児童生徒支援加配教
員配置事業
児童・生徒・教員健
康診断事業
教員研修事業（小学
校・中学校）
地域ぐるみの学校安
全体制整備推進事業
食育の推進

全国学力・学習状況
調査における児童質
問紙の回答を読み解
き、各校の授業改善
につなげる。

各校で作成している
「わが校の学ぶ力向
上策」の具現化を目
指す。加えて、各校
における研究授業・
授業研究会で得たこ
とを日々の授業改善
に生かしていく。ま
た、各校の学ぶ力向
上学校訪問、事業指
定校における学ぶ力
向上学校訪問、読み
解く力の授業づくり
悉皆研修等を授業改
善に生かす。

授業の内容
がよくわか
る児童（６
年生）の割
合

83%

教育部/学校
給食共同調
理場

３ 小・中学校、幼
稚園等における給食
の提供

給食等を通じた食育
の推進
給食調理等委託業務
学校給食施設管理運
営経費

今年度の給食の地場
産物の使用割合調査
では、下回った。年
一回の調査期間は終
了したため、来年度
30％達成を目指す。

地元食材を活かした
給食提供により、地
産地消を推進する。

給食の地場
産物の使用
割合（％）

30%

施策4
学校教育の充実

次代を担う児童生徒が心
身ともに健やかに育ち、
心豊かにたくましく生き
る人として市民の期待が
高まっています。

施策3
就学前教育・保
育の充実

子育ての意義が深く理解
された地域環境の中で、
家庭が子育てに喜びを感
じ、子どもたちが健やか
に育っています。
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第六次栗東市総合計画前期基本計画令和5年度計画 令和５年７月４日（火）
第１回栗東市総合計画審議会　参考資料４

政策３　福祉・健康の安心を築く
 ◆目標　健康維持に向けた取り組みが進み、地域共生が実現しているまち

今年度の目標
今年度の計画

（取り組み内容）
活動指標 計画値

健康福祉部/
保険年金課 ２ 疾病の予防

特定健診・特定保健
指導推進事業

コロナ禍の影響等も
あり第２期データヘ
ルス計画の最終年度
である令和５年度の
特定健診受診率目標
値（60％）と実績値
に大きな乖離が生じ
ている。令和５年度
では第３期計画の策
定が予定されてお
り、新たに設定する
令和６年度以降の目
標値との整合を図る
中で、令和５年度に
ついてはコロナ禍前
の令和元年度水準
（40.3％）の回復を
目指す。

特定健診の未受診者
への受診勧奨や、協
会けんぽとの連携に
よる集団健診の受診
枠の拡大に加え、集
団健診と市のがん検
診の同時受診体制の
充実を図る。併せて
令和４年度に引き続
き早期受診者へクオ
カードの進呈を実施
し受診率の向上に努
める。

特定健診受
診率（％）

40.3%

健康福祉部/
長寿福祉課 ２ 疾病の予防 一般介護予防事業

医療専門職による住
民主体の通い場への
介入により、住民が
介護予防を実践す
る。

住民主体の通い場に
住民のニーズに応じ
て医療専門職（栄養
士、歯科衛生士、薬
剤師、リハビリ専門
職）を派遣できる体
制をとり、必要時個
別相談に応じる。

住民主体の
通い場で低
栄養や薬剤
の適正服用
に係る啓発
回数

30回

環境経済部/
農林課

３ 地域に根ざした
食育の推進

学校給食栗東産米供
給事業補助金
たんぼのこ体験事業
やまのこ事業

食育事業は、主に学
童を対象として事業
を実施していること
から将来にわたり継
続して実施すること
が重要と考える。農
林業への関心を深め
る施策の継続により
目標が達せられると
考える。

食育事業は、主に学
童を対象として事業
を実施していること
から将来にわたり継
続して実施すること
が重要と考える。農
林業への関心を深め
る施策の継続により
目標が達せられると
考える。

たんぼのこ
体験事業実
施小学校

９校

こども家庭
局/子育て支
援課

３ 地域に根ざした
食育の推進

地域子育て支援セン
ター事業

写真や動画、離乳食
の見本などを取り入
れ、講座の内容や時
期を工夫して実施す
る。

離乳食に対する悩み
や不安をアンケート
などで把握し、ニー
ズに合わせた内容を
実施していくこと
で、子育て支援や親
育ちを支える講座を
実施する。

子育て講座
「離乳食講
座」の開催
回数

４回

施策1
健康づくりと医
療体制の充実

生涯を通じて市民が自ら
の健康について関心を深
め、健康づくりを実践
し、市民一人ひとりが自
分らしく、いきいきと生
活できています。また、
地域医療体制が整備さ
れ、安定した良質な医療
が確保されています。

施策名

めざす姿

所管部/
所管課

基本事業 主な事務事業

 総合計画評価

引き続き草津栗東医
師会等の医療機関や
健康づくりカレン
ダー、市ホームペー
ジ等で啓発を行う。
また、乳幼児健診
（１歳半）で未接種
者に対し接種を促
す。
また、新型コロナウ
イルス感染症に係る
ワクチン接種を推進
していく。

ＭＲワクチ
ン（１期）
の接種率

95.0%

健康福祉部/
健康増進
課・ワクチ
ン接種推進
室

１ 健康づくりの推
進
２ 疾病の予防
３ 地域に根ざした
食育の推進
４ 地域医療体制の
整備

健康づくり推進事業
予防接種事業
健康増進事業
特定健診・特定保健
指導推進事業
食育推進計画の推進
地域中核病院助成事
業
湖南広域行政組合負
担金（二次救急・休
日急病診療）

ＭＲ定期予防接種率
９５％
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第六次栗東市総合計画前期基本計画令和5年度計画 令和５年７月４日（火）
第１回栗東市総合計画審議会　参考資料４

政策３　福祉・健康の安心を築く
 ◆目標　健康維持に向けた取り組みが進み、地域共生が実現しているまち

今年度の目標
今年度の計画

（取り組み内容）
活動指標 計画値

施策名

めざす姿

所管部/
所管課

基本事業 主な事務事業

 総合計画評価

こども家庭
局/幼児課

３ 地域に根ざした
食育の推進

食育推進事業
朝食を摂取している
園児の割合を100％と
する。

毎月給食会議の開催
と給食だより発行す
る。

毎朝、食事
を摂取して
いる園児の
割合

100%

教育部/学校
教育課

３ 地域に根ざした
食育の推進

くりちゃん元気いっ
ぱい運動事業

朝食を摂取しないと
生活習慣病につなが
る恐れがあることか
ら、今年度も朝食摂
食率98％を計画値に
設定し、朝食の大切
さについて引き続き
教育、啓発を行って
いく。

家庭教育・子育てと
保育・学校教育を連
携させ、０歳から15
歳を見通した食育を
推進していく。

朝食摂取率
(小学校５
年※滋賀県
調査の基準
学年）

98%

教育部/学校
給食共同調
理場

３ 地域に根ざした
食育の推進

食育推進計画の推進

安全・安心な給食提
供を図るため、感染
予防対策として給食
時間の持ち方や特別
給食の形態に工夫や
改善を行う。

年１１回（８月を除
く）の「給食だよ
り」発行により、児
童・生徒や保護者に
食育啓発を図る。

「給食だよ
り」による
啓発回数

11回

健康福祉部/
障がい福祉
課

１ 健康を目指すス
ポーツの振興
２ 競技スポーツの
振興

社会参加促進事業
（レクリエーション
スポーツ大会開催補
助金）
滋賀県障がい者ス
ポーツ大会

レクリエーションス
ポーツ大会の再開を
模索するが、障がい
のある人には基礎疾
患をお持ちの方も多
く、安全性を求めた
中で交流を進められ
るよう、ボウリング
大会の複数開催など
で計画して実施につ
なげる。

感染症対策を充分に
講じ準備を進め、工
夫を凝らしたものと
なるようにする。

レクリエー
ションス
ポーツ大
会、スポー
ツ大会の参
加人数

350人

教育部/ス
ポーツ・文
化振興課

１ 健康を目指すス
ポーツの振興
２ 競技スポーツの
振興

スポーツ推進委員設
置事業
学校体育施設開放事
業
生涯スポーツ振興事
業
社会体育施設管理運
営事業
（公益財団法人）栗
東市スポーツ協会補
助
体育振興経費
社会体育施設整備事
業
各種大会開催事業

昨年度の４月末の市
民体育館の改修工事
後は順調に利用者数
も回復しており、今
後も継続して利用者
の増加を推進してい
く。

コロナによる自粛
ムードも収まりつつ
あり、2025年の第79
回国民スポーツ大会
開催に対する関心も
高まっていることか
ら、今後も継続した
利用者促進に取り組
んでいく。

社会体育施
設の利用者
数

250,000人

施策2
スポーツの振興

スポーツ施設の充実や市
民による主体的なスポー
ツ活動の実践によって、
健康づくりに重点を置い
た活力のあるまちになっ
ています。

施策1
健康づくりと医
療体制の充実

生涯を通じて市民が自ら
の健康について関心を深
め、健康づくりを実践
し、市民一人ひとりが自
分らしく、いきいきと生
活できています。また、
地域医療体制が整備さ
れ、安定した良質な医療
が確保されています。
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第六次栗東市総合計画前期基本計画令和5年度計画 令和５年７月４日（火）
第１回栗東市総合計画審議会　参考資料４

政策３　福祉・健康の安心を築く
 ◆目標　健康維持に向けた取り組みが進み、地域共生が実現しているまち

今年度の目標
今年度の計画

（取り組み内容）
活動指標 計画値

施策名

めざす姿

所管部/
所管課

基本事業 主な事務事業

 総合計画評価

市民部/ひだ
まりの家

１ 暮らしを支える
豊かな地域づくり

ひだまりの家運営管
理経費
隣保館デイサービス
事業

暮らしを支える豊か
な地域づくり

隣保館デイサービス
事業により介護予防
を柱とした地域交流
を進め、運営審議会
で施策を推進できて
いるか議論してい
く。

隣保館デイ
サービス事
業延べ利用
人数

2,160人

市民部/自治
振興課

１ 暮らしを支える
豊かな地域づくり

地域コミュニティ推
進事業

現状のコロナ禍の状
況を踏まえつつ、感
染予防対策を万全に
講じての実施開催。

コロナ禍により、更
なる希薄化が懸念さ
れている地域福祉活
動について、ウィズ
コロナを見据えた中
での各地振協人権・
福祉部会等での開催
検討を進める。

地域振興協
議会福祉部
会講演会等
参加者数
（人）

1,000人

健康福祉部/
社会福祉課

１ 暮らしを支える
豊かな地域づくり
２ 誰もが安心して
暮らせるネットワー
クづくり
３ 地域福祉を支え
る人づくり

各種団体活動補助
社会福祉協議会活動
推進事業
社会福祉推進経費
住居確保給付金交付
事業
生活困窮者自立相談
支援事業
民生児童委員活動推
進事業

民生委員児童委員に
よる年間相談活動件
数　25,000件

アフターコロナを見
据え、地域住民に寄
り添った民生委員・
児童委員による相談
支援を行う。

民生委員児
童委員の年
間相談活動
件数（件）

25,000件

健康福祉部/
障がい福祉
課

１ 暮らしを支える
豊かな地域づくり
２ 誰もが安心して
暮らせるネットワー
クづくり

心身障がい者等福祉
推進経費
地域生活支援事業
精神障がい者等福祉
推進経費

栗東市自殺対策計画
に基づき、自殺未遂
者対応に取り組むと
ともに、関係各課で
実施する相談や生活
支援の施策をもっ
て、生きることの包
括的な支援に取り組
む。

ゲートキーパー研修
は受講対象者を広げ
ながら実施し、自殺
対策を支える人材の
育成に取り組む。

自殺対策に
係る研修会
の実施

１回

健康福祉部/
長寿福祉課

１ 暮らしを支える
豊かな地域づくり
２ 誰もが安心して
暮らせるネットワー
クづくり
３ 地域福祉を支え
る人づくり

一般介護予防事業
地域高齢者社会参加
推進事業
生活支援体制整備事
業
認知症サポーター等
養成事業
介護支援ボランティ
ア事業

誰もがいきいきと暮
らせるまちづくりの
推進

栗東100歳大学につい
て、卒業後に個々が
社会参加するよう、
既存の活動団体から
活動紹介や体験会な
どを実施。

住民主体の
新たな居場
所の箇所数

１箇所

建設部/土木
交通課

１ 暮らしを支える
豊かな地域づくり

バリアフリー基本構
想推進事業

「バリアフリー基本
構想」の栗東駅前重
点地区の令和7年度ま
での整備を目指して
点字ブロックの整備
を行う。

上記目標に沿って、
点字ブロックの敷設
を行う。

見直しに係
る現地踏査
回数（回／
年）

3

教育部/学校
教育課

３ 地域福祉を支え
る人づくり

総合的な学習(人権
教育)、道徳教育

　年間計画に基づ
き、科学面・心情面
の両面から理解がす
すむよう取り組みを
推進する。

　新型コロナウイル
ス感染防止対策を徹
底しながら、高齢者
理解を総合的な学習
の時間（人権教育）
や道徳教育の中で計
画的に進める。

地域福祉を
支える人づ
くり

－

施策3
地域福祉の推進

人と人のつながりが深ま
り、地域での様々な福祉
的課題を我が事として受
け止め、ともに生き、と
もに支え合い、ともに助
け合うことにより、地域
が共生できるまちになっ

ています。
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第六次栗東市総合計画前期基本計画令和5年度計画 令和５年７月４日（火）
第１回栗東市総合計画審議会　参考資料４

政策３　福祉・健康の安心を築く
 ◆目標　健康維持に向けた取り組みが進み、地域共生が実現しているまち

今年度の目標
今年度の計画

（取り組み内容）
活動指標 計画値

施策名

めざす姿

所管部/
所管課

基本事業 主な事務事業

 総合計画評価

環境経済部/
商工観光労
政課

２ 介護予防・健康
づくりと生きがいの
ある暮らしの実現

シルバー人材セン
ター補助等事業

助金交付もさること
ながら、市からの積
極的な業務発注とい
う形の支援も含め、
引き続き高年齢者の
就労機会向上のため
の支援を行う。

社会における定年年
齢延長の流れによる
シルバー会員確保に
負の影響がないよう
注視しながら、引き
続き高年齢者の就労
機会向上のための支
援を行う。

高年齢者の
就労機会向
上のための
支援

支援

健康福祉部/
障がい福祉
課

１ 障がい理解のた
めの啓発の推進
２ 地域生活の基盤
づくりの促進
３ 社会参加の促進
と就労支援の促進

心身障がい者等福祉
推進経費
社会参加促進事業
自立支援等給付事業
地域生活支援事業
成年後見制度利用支
援事業
在宅重度障がい者通
所生活訓練事業
手話通訳設置事業
農福連携の推進

第３期障がい者基本
計画、第６期障がい
福祉計画に基づき、
一人ひとりの個性が
尊重され、みんなが
ともに支え合う共生
社会の実現を目指
し、障がい福祉施策
に取り組む。

必要な方が必要な
サービスを受けられ
るように各相談支援
関係機関と連携し、
適正なサービス給付
に努める。

自立支援給
付費、障が
い児通所給
付費の利用
延件数

13,000件

環境経済部/
農林課

３ 社会参加の促進
と就労支援の促進

農福連携の推進

農福連携の取り組み
は障がい者就労支援
施設等での取り組み
がされているが、行
政がどの程度傾注す
ればよいのか様子見
の状況である。社会
情勢を注視し目標達
成の必要性を見極め
事業に取り組んでい
く。

農福連携の取り組み
は障がい者就労支援
施設等での取り組み
がされているが、行
政がどの程度傾注す
ればよいのか様子見
の状況である。社会
情勢を注視し目標達
成の必要性を見極め
事業に取り組んでい
く。

－ －

ボランティ
アポイント
制度登録者
数

650人
健康福祉部/
長寿福祉課

１ 地域包括ケアシ
ステムの推進
２ 介護予防・健康
づくりと生きがいの
ある暮らしの実現
３ 認知症施策の推
進
４ 介護予防サービ
ス及び介護予防・介
護サービスの充実

総合相談事業
在宅医療・介護連携
推進事業
生活支援体制整備事
業
一般介護予防事業
生きがいと健康づく
り事業
介護支援ボランティ
ア事業
地域高齢者社会参加
推進事業
認知症施策推進事業
権利擁護事業
成年後見制度利用支
援事業
認知症サポーター等
養成事業
包括的・継続的マネ
ジメント事業
介護給付費等適正化
事業
地域ケア会議推進事
業
介護人材確保事業
介護予防・生活支援
事業

昨年度に引き続き、
「ボランティアポイ
ント登録制度」への
登録について啓発な
どを図る。

施策4
高齢者福祉の推
進

地域共生社会を見据えた
地域包括ケアシステムの
深化・推進により、高齢
期になっても尊厳を保
ち、その人らしい生活が
継続し、互いに助け合
い、健康でいきいきと安
心して暮らせるまちに
なっています。

地域包括ケアシステ
ムの深化と推進

施策5
障がい者福祉の
推進

障がいの有無にかかわら
ず、個性を尊重し合い、
みんながともに支え合う
ことができる地域社会に
おける共生が実現してい
ます。
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第六次栗東市総合計画前期基本計画令和5年度計画 令和５年７月４日（火）
第１回栗東市総合計画審議会　参考資料４

政策３　福祉・健康の安心を築く
 ◆目標　健康維持に向けた取り組みが進み、地域共生が実現しているまち

今年度の目標
今年度の計画

（取り組み内容）
活動指標 計画値

施策名

めざす姿

所管部/
所管課

基本事業 主な事務事業

 総合計画評価

施策5
障がい者福祉の
推進

障がいの有無にかかわら
ず、個性を尊重し合い、
みんながともに支え合う
ことができる地域社会に
おける共生が実現してい
ます。

環境経済部/
商工観光労
政課

３ 社会参加の促進
と就労支援の促進

就労支援対策事業

第四次就労支援計画
に基づき、関係機関
と連携しながら引き
続き個々の障がいの
阻害要因を克服すべ
き課題を洗い出し、
支援を行う。

第四次就労支援計画
に基づき、関係機関
と連携しながら引き
続き個々の障がいの
阻害要因を克服すべ
き課題を洗い出し、
支援を行う。

就職困難者
等の就労支
援

支援

施策6
保険・年金制度
の適正な運営

保険・年金等の社会保険
制度が適切に運営され、
必要とする人が給付や支
援を受けられることによ
り、市民が暮らしに安心
を感じられるまちになっ
ています。

健康福祉部/
保険年金課

１ 国民健康保険制
度の適正な運営
２ 後期高齢者医療
制度の円滑な運営
３ 福祉医療費助成
の実施
４ 国民年金制度の
適正な運営

一般管理経費
国保連合会負担金等
医療費通知作成事業
賦課徴収経費
後期高齢者医療広域
連合納付金
福祉医療助成推進事
業
高齢者福祉医療費助
成事業
重度心身障がい老人
等福祉医療費助成事
業
心身障がい者（児）
福祉医療費助成事業
精神障がい者通院医
療費助成事業
子ども医療費助成事
業
母子家庭等福祉医療
費助成事業
乳幼児福祉医療費助
成事業
国民年金事務経費

99.63%

保険料の納付漏れが
生じないよう、高齢
である被保険者に後
期高齢者医療制度に
ついて理解頂けるた
めの制度啓発に努
め、収納率の向上を
図る。保険料収納率
の目標値は令和４年
度に引き続き99.63％
とする。

75歳を迎えられる方
が新たに後期高齢者
医療制度に加入され
る際には、保険の
リーフレットに加え
保険料に関する案内
文書を同封し、分か
りやすい情報提供に
努める。また、75歳
到達後の初回保険料
に未納付が生じた場
合についても、督促
状の送付前に事前に
案内を送るなど、制
度理解が進む取組を
継続することで収納
率の向上を図る。

後期高齢者
医療保険料
収納率
（％）
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第六次栗東市総合計画前期基本計画令和5年度計画　 令和５年７月４日（火）
第１回栗東市総合計画審議会　参考資料４

政策４　暮らしの安心を支える
　◆目標　多様性を認め合い、快適で安全に暮らし続けられるまち

今年度の目標
今年度の計画

（取り組み内容）
活動指標 計画値

総務部/総務
課

２ 人権・同和教育
と啓発の推進
４ 平和教育・啓発
の推進

職員研修経費
平和都市推進事業

例年７月末から８月
にかけて実施ている
庁舎ロビーにおいて
実施している平和パ
ネル展ににおいて、
滋賀県平和記念館の
協力のもと来庁者に
関心を持っていただ
ける工夫をしてい
く。

小学校４年生以上の
児童を対象とした平
和都市推進ポスター
の募集については、
例年通り６月頃に校
長会を通じて各小学
校に依頼する。

平和都市推
進ポスター
募集にかか
る応募者数

20人

総務部/人事
課

２ 人権・同和教育
と啓発の推進

職員研修経費

人権研修のテーマや
内容を精査し、それ
ぞれの階層や経験に
見合った内容の人権
研修とする。

職員研修概要におい
て定めている職員研
修計画に基づき、人
権・同和問題研修を
実施する。

人権同和問
題研修参加
者（書面・
オンデマン
ド含む）

800人

市民部/人権
政策課

１ 人権を基本とす
る施策の推進
２ 人権・同和教育
と啓発の推進
３ 人権擁護の推進

人権問題の解決に向
けた施策の推進
市民・事業所への人
権・同和教育と啓発
の推進
人権相談・擁護体制
の充実

行政職員や教職員を
はじめとし、講演会
等における集客の向
上

人権３団体（人権・
同和教育推進協議
会、人権擁護委員
会、人権擁護推進協
議会）や関係課との
協働により、市民へ
の人権啓発事業を推
進する。

講演など人
権啓発事業
に初めて参
加した人数

100人

市民部/ひだ
まりの家

１ 人権を基本とす
る施策の推進

各種講座開催事業
自主活動学級事業
ひだまりの家運営管
理経費
隣保館デイサービス
事業

人権を基本とする施
策の推進

　福祉の向上や人権
啓発の住民交流の拠
点となる開かれたコ
ミュニティセンター
として位置づいてい
るか、地域のニーズ
に似合った事業を総
合的に行っている
か、運営審議会で施
策を推進できている
か議論していく。

ひだまりの
家の来館者
数

40,000人

健康福祉部/
社会福祉課

４ 平和教育・啓発
の推進

戦没者追悼事業
戦没者追悼式典の実
施

新型コロナウイルス
感染症の状況を見極
め、また、アフター
コロナを見据え事業
を実施する。

平和祈念戦
没者追悼式
参加者数
（人）

150人

環境経済部/
商工観光労
政課

２ 人権・同和教育
と啓発の推進

企業内人権・同和教
育推進事業
就労支援対策事業
同和地区労働者就労
対策事業

ハローワークをはじ
めとする関係機関と
の連携のもと、同和
対策職業安定協力員
が中心となる中で、
同和地区住民等の就
労困難者を支援し、
安定した就労の推進
を図る。

対面での企業訪問が
昨年度から再開して
いることと併せ、情
報提供等可能な方法
で取り組む。

人権・同和
教育と啓発
の推進

推進

こども家庭
局/幼児課

２ 人権・同和教育
と啓発の推進

家庭支援活動事業
職員研修事業（保育
園）
教員研修事業（幼稚
園）

各園において、人権
課題についての学び
合いの場をもち、
日々の保育に活か
す。

幼児課人権研修を行
い、各園での研修目
的について共通理解
を図り、研修を進め
る。

人権・同和
教育に推進
に向けて園
内研修を実
施する園の
数

21園

施策名

めざす姿

所管部/
所管課

基本事業 主な事務事業

 総合計画評価

施策1
人権・平和の推
進

・同和問題をはじめとす
るあらゆる人権問題の解
決に向けた取り組みによ
り、差別を許さない風土
が醸成され、一人ひとり
が互いの人権を尊重し合
い、差別や偏見のない住
みよいまちになっていま
す。
・核兵器の廃絶と人類の
恒久平和の実現を目指す
取り組みに市民が高い関
心を持っています。
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第六次栗東市総合計画前期基本計画令和5年度計画　 令和５年７月４日（火）
第１回栗東市総合計画審議会　参考資料４

政策４　暮らしの安心を支える
　◆目標　多様性を認め合い、快適で安全に暮らし続けられるまち

今年度の目標
今年度の計画

（取り組み内容）
活動指標 計画値

施策名

めざす姿

所管部/
所管課

基本事業 主な事務事業

 総合計画評価

教育部/学校
教育課

２ 人権・同和教育
と啓発の推進
４ 平和教育・啓発
の推進

教育振興指導経費
人権・平和学習

新型コロナウイルス
感染防止対策を徹底
しながら、校種別の
人権学習の公開授業
や授業研究会等の研
修会を実施すること
で、校種間のつなが
りを強める研修会を
工夫をして進める。

人権・同和教育推進
に係る学校訪問を市
内12校で実施し、各
校の人権教育推進に
向けた取り組みが計
画的に行われている
ことを確認する予定
である。

－ －

教育部/人権
教育課

２ 人権・同和教育
と啓発の推進

社会同和教育推進経
費
同和教育総合調整経
費
地区別懇談会等推進
事業

一人ひとりが互いの
人権を尊重し合い、
差別や偏見のない住
みよいまちをめざ
し、地域が主体的に
取り組む地区別懇談
会の開催へ移行する
体制づくりを行う。

地域の主体的な地区
別懇談会の開催にむ
け、社会同和教育推
進員の力量を高める
ために人権啓発リー
ダー講座の充実を図
り、市職員による
「ともに学ぶ」スタ
ンスによる支援を継
続しつつ地域の主体
的な開催へ緩やかに
移行する。

人権啓発
リーダー講
座の参加人
数

600人

教育部/生涯
学習課

４ 平和教育・啓発
の推進

生涯学習講座開催事
業

全小学校区での実施

長期休暇（夏休み）
の時期を中心に各種
関係機関や地域の戦
争体験者の協力を得
て実施する。

平和学習に
参加した児
童数

270人

教育部/ス
ポーツ・文
化振興課

４ 平和教育・啓発
の推進

「平和のいしずえ」
展の開催

引き続き事業を実施
し、戦争の恐ろし
さ・悲惨さと平和の
尊さを伝えていく。

７月29日から９月３
日を会期として開催
する。終戦から80年
近くが経過し、戦争
の時代について伝え
ることが年々難しく
なるなか、他課・他
機関主催の平和学習
に積極的に講師を派
遣するなど、展覧会
以外の方法でも啓発
を図る。

「平和のい
しずえ」展
会期中の総
入館者数

1,000人

教育部/図書
館

４ 平和教育・啓発
の推進

平和のいしずえ展の
実施

コロナ禍での図書館
利用のあり方が変わ
る中、利用者に興味
を持ってもらう展示
方法に取り組む。

７月中旬～８月の日
程で「平和のいしず
え展」を開催する。

展示冊数 200冊

施策1
人権・平和の推
進

・同和問題をはじめとす
るあらゆる人権問題の解
決に向けた取り組みによ
り、差別を許さない風土
が醸成され、一人ひとり
が互いの人権を尊重し合
い、差別や偏見のない住
みよいまちになっていま
す。
・核兵器の廃絶と人類の
恒久平和の実現を目指す
取り組みに市民が高い関
心を持っています。
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第六次栗東市総合計画前期基本計画令和5年度計画　 令和５年７月４日（火）
第１回栗東市総合計画審議会　参考資料４

政策４　暮らしの安心を支える
　◆目標　多様性を認め合い、快適で安全に暮らし続けられるまち

今年度の目標
今年度の計画

（取り組み内容）
活動指標 計画値

施策名

めざす姿

所管部/
所管課

基本事業 主な事務事業

 総合計画評価

市民部/自治
振興課

１ 男女の人権尊重
と意識づくり
２ 男女の職業と家
庭・地域生活との両
立支援
３ あらゆる分野で
の女性活躍機会の推
進

男女共同参画社会推
進事業
働く権利の保障と働
く場における男女共
同参画の推進・家
庭・地域における男
女共同参画等
各種団体活動補助
（男女共同参画）

令和２年度に策定を
行った「ひとが輝く
パートナープラン」
に掲げる指標（審議
会等における女性委
員の割合）40％を目
標とする。

審議会等を所管する
関係各課への啓発と
併せ、プランによる
進捗管理とともに目
標指標40％に取り組
む。

審議会等に
おける女性
委員の割合
（％）

40%

環境経済部/
商工観光労
政課

１ 男女の人権尊重
と意識づくり
２ 男女の職業と家
庭・地域生活との両
立支援

企業内人権・同和教
育推進事業
就労支援対策事業

事業所および労働者
に対し啓発を行い、
パワーハラスメント
防止やワークライフ
バランスの推進を目
指す。

関連法令等の情報や
啓発資料を提供し、
事業所内での人権啓
発と併せて、同分野
にかかる啓発を行
う。

ハラスメン
ト防止およ
びワークラ
イフバラン
ス推進と啓
発

推進と啓発

こども家庭
局/幼児課

１ 男女の人権尊重
と意識づくり

男女共同参画推進事
業

保護者研修や園だよ
り等を通して、学習
の場や情報の提供を
行う。

保護者研修や園だよ
り等を通して、学習
の場や情報の提供を
行う。

男女共同参
画の推進に
向けて、保
護者への啓
発を行う園
の数

11か園

こども家庭
局/子育て支
援課

１ 男女の人権尊重
と意識づくり

母子福祉推進事業

ＤＶ被害者に対し
て、当事者の安全確
保を最優先としつ
つ、関係機関と連携
を図りながら、個々
の状況に応じた相談
対応・支援を行う。

女性相談員の確保に
努めるとともに、業
務に必要な知識等を
習得し充実した相談
支援を行う。

ＤＶ相談件
数

100件

教育部/学校
教育課

１ 男女の人権尊重
と意識づくり

教育振興指導経費

男女共同参画社会づ
くりの副読本の活用
や、男女共同参画教
材の活用状況調査結
果の周知を通して、
学習の場や情報の提
供を行う。

感染症の拡大防止対
策を徹底するなど、
研修会や講演などが
安心して実施できる
よう工夫をして進め
る。

－ －

市民部/自治
振興課

２ 防犯意識の高揚
及び自主防犯活動団
体の育成
４ 消費者の育成と
支援

地域コミュニティ推
進事業
消費生活相談事業
消費者行政推進経費

年間相談件数を年間
250件以下とし、更な
る消費者問題撲滅
（相談件数減少）を
目指す。

年間相談件数を年間
250件以下とし、更な
る消費者問題撲滅
（相談件数減少）を
目指す。

消費生活等
相談件数

250件以下

危機管理局/
危機管理課

１ 防犯体制の充実
２ 防犯意識の高揚
及び自主防犯活動団
体の育成
３ 防犯環境の整備

防犯のまちづくり推
進事業

滋賀県警の令和５年
犯罪抑止目標に併せ
て、前年度の犯罪認
知件数を減らせるよ
う市民と協働により
犯罪被害の防止に取
り組む。

　防犯意識の高揚を
図るため、多くの媒
体で防犯情報の発信
を進めます。また、
地域での活動支援や
出前講座を実施す
る。

犯罪認知件
数（H26～R
１平均×
0.9）

406件

教育部/生涯
学習課

２ 防犯意識の高揚
及び自主防犯活動団
体の育成

青少年育成推進事業
少年センター運営費

愛のパトロール研修
会を実施後、各種関
係団体協力のもと地
域安全活動を行う。

栗東市青少年育成市
民会議を中心とした
関係団体と連携した
愛のパトロールなど
の地域安全活動を展
開する。

愛のパト
ロール延べ
参加者数

1,000人

施策2
男女共同参画の
推進

性別にかかわりなく、す
べての人が様々な場で活
動・活躍し、自己実現で
きる社会が実現していま
す。

施策3
防犯・消費者保
護の推進

・一人ひとりが防犯意識
を持ち、協力して地域の
防犯力を高め、安全・安
心のまちを実現していま
す。
・すべての消費者が安全
に安心して暮らせる消費
者市民社会が実現してい
ます。
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第六次栗東市総合計画前期基本計画令和5年度計画　 令和５年７月４日（火）
第１回栗東市総合計画審議会　参考資料４

政策４　暮らしの安心を支える
　◆目標　多様性を認め合い、快適で安全に暮らし続けられるまち

今年度の目標
今年度の計画

（取り組み内容）
活動指標 計画値

施策名

めざす姿

所管部/
所管課

基本事業 主な事務事業

 総合計画評価

建設部/土木
交通課

１ 交通安全思想の
普及
２ 交通環境の改善
３ 迷惑駐車の解消
４ 自転車の交通安
全環境の改善

交通安全啓発事業
各種団体活動補助
交通安全対策経費
交通安全施設整備事
業
自転車駐車場管理運
営事業
放置自転車対策事業

関係団体と連携し
て、交通安全教室等
を開催する。

コロナ禍に配慮した
中で、啓発等の事業
実施を行う。

交通安全意
識の啓発と
して交通安
全教室の実
施回数

18回

こども家庭
局/幼児課 ２ 交通環境の改善

園外活動（散歩等）
時の安全管理

園外活動経路の交通
安全対策の推進

公通安全点検及び危
険箇所等の把握。危
険箇所等との現地確
認の実施。実現可能
な交通安全対策等の
検討と対策の実施。

－ －

教育部/教育
総務課 ２ 交通環境の改善 児童の交通安全

通学時における児童
生徒の安全の確保の
ため、関係部署と連
携を図り対応を行
う。

学校、PTA、地域が把
握する危険箇所の報
告を受け、通学路等
交通安全プログラム
を実施する。

交通環境の
改善（集団
登校班数）

493班

教育部/学校
教育課 ２ 交通環境の改善

地域ぐるみの学校安
全体制整備推進事業

今年度もスクール
ガード登録者数500名
を目標とし、新規に
登録していただく方
を一定数確保してい
く。

学校・園・地域と連
携して子どもたちを
見守っていくため、
各校園において、ス
クールガードリー
ダーによる巡回研修
を実施する。

－ －

市民部/自治
振興課

１ 多文化共生社会
づくり
２ 国際交流の推進

国際交流事業

コロナ禍の状況を踏
まえ、多文化共生推
進に向けた交流事業
の開催と参加者増を
目標とする。

世界と出会う玉手箱
（６月）、国際交流
を楽しむ会（９
月）、世界と出会う
交流広場（11月）の
開催。異文化交流サ
ロン（12月）ロテリ
アウォーキング（３
月）の開催

多文化共生
イベント参
加者数
（人）

500人

教育部/学校
教育課 ２ 国際交流の推進

日本語指導などの学
習支援

外国にルーツを持つ
子どもが、それぞれ
のルーツを大切にし
ながら、日常生活で
必要な日本語を身に
つけたり、将来の社
会的自立のために必
要な力を身につけた
りしながら、よりよ
い学校生活が送れる
ようにする。

各校に予算の範囲内
で日本語指導員を派
遣し、外国にルーツ
を持つ子どもが学校
で将来の社会的自立
に必要な力を身につ
けられるようにサ
ポートする。ウクラ
イナから来た児童へ
のサポートも配置で
きている。

日本語指導
員の配置

100%

施策6
地域コミュニ
ティの充実

自治会や地域振興協議会
などの地域コミュニティ
が充実し、市民が自分た
ちのまちのことを考え、
自ら行動できる、住民自
治のまちが実現していま
す。

市民部/自治
振興課

１ 地域コミュニ
ティ組織の育成・支
援
２ 活動拠点の支援

地域コミュニティ推
進事業
地域コミュニティセ
ンター管理運営経費
自治会ハウス設置事
業

コロナ禍において、
万全な予防対策を講
じた中で、自治会活
動、地域振興協議会
の継続した活動を
行っていくための支
援を行う。

コロナ禍において、
万全な予防対策を講
じた中で、自治会活
動、地域振興協議会
の継続した活動を
行っていくための支
援を行う。

自治会加入
率（％）

95%

施策4
交通安全の推進

一人ひとりの交通安全意
識を高め、正しい交通
ルールと交通マナーの実
践を習慣付けるととも
に、基本的な交通環境を
形成し、道路交通の安全
と円滑性を確保すること
により、限りなく交通事
故がないまちになってい
ます。

施策5
多文化共生の推
進

国籍や民族などの異なる
人々が、互いの文化の違
いを認め合い、地域社会
の構成員として対等な関
係を築きながら、共に暮
らすことができる多文化
共生のまちになっていま
す。
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第六次栗東市総合計画前期基本計画令和5年度計画　 令和５年７月４日（火）
第１回栗東市総合計画審議会　参考資料４

政策４　暮らしの安心を支える
　◆目標　多様性を認め合い、快適で安全に暮らし続けられるまち

今年度の目標
今年度の計画

（取り組み内容）
活動指標 計画値

施策名

めざす姿

所管部/
所管課

基本事業 主な事務事業

 総合計画評価

教育部/生涯
学習課

１ 生涯学習の支援
と充実
２ 生涯学習関連施
設の利用促進

社会教育推進経費
生涯学習啓発推進事
業
生涯学習講座開催事
業
青少年育成推進事業
青少年科学教室開催
事業
観察会等開催事業
自然体験学習セン
ター管理運営事業
学習支援センター管
理運営事業
松くい虫防除事業
観察の森管理運営経
費

各学区コミュニ
ティーセンターなど
の身近な会場での生
涯学習講座の開催
や、自然観察の森の
各種事業や自然体験
学習センターの運営
を通じた生涯学習事
業の推進。

はつらつ教養大学な
どの生涯学習講座の
開催や、学習支援セ
ンター、自然観察の
森及び自然体験学習
センターでの生涯学
習事業の推進及び施
設の維持管理。

生涯学習講
座参加者数

2,000人

教育部/ス
ポーツ・文
化振興課

２ 生涯学習関連施
設の利用促進

博物館管理運営事業
資料調査事業
企画展等開催事業

引き続き事業を実施
する。参加校数の増
加を図る中でも、と
りわけ市立小学校の
確実な受講を促す。

小学校での学習を深
めるという博物館教
室「昔のくらし」の
目的はおおむね達成
できているが、より
良い方法を模索す
る。市全体の新型コ
ロナウイルス感染症
の動向を踏まえつ
つ、文化財の普及啓
発・来館者数の増加
につながる事業を開
催していく。

博物館教室
「昔のくら
し」参加校
数

20校

教育部/図書
館

１ 生涯学習の支援
と充実
２ 生涯学習関連施
設の利用促進

図書館管理運営経費
図書等整備事業
図書館コンピュータ
導入事業

少ない資料費を最も
効果的に活用するた
めの購入方針、計画
を作成し取り組む。

各分類の購入計画に
基づき取り組む。

資料購入冊
数

10,000冊

施策8
文化・芸術の推
進

文化施設の充実や、歴史
的な文化財の保護・継承
を通じて、市民による主
体的な文化・芸術活動が
実践できる、文化的に心
豊かで、歴史や伝統文化
が息づくまちになってい
ます。

教育部/ス
ポーツ・文
化振興課

１ 文化・芸術活動
の振興
２ 文化財の保護・
保全・活用

音楽活動奨励事業
文化協会補助
文化活動推進事業
芸術文化会館管理運
営事業
文化財保護事業
埋蔵文化財調査事業
出土文化財センター
管理運営経費

市指定文化財として
の候補物件の資料調
査をすすめる。

前年度諮問した候補
物件について、文化
財審議会（前期）で
答申の予定。引き続
き候補物件を文化財
審議会（後期）に提
出できるよう調査を
進める。
さきらの年間利用者
については、目標数
値（年間200,000人）
を達成していきた
い。

指定文化財
の数

143

施策7
生涯学習の推進

市民一人ひとりが生涯を
通じて主体的に「いつで
も、どこでも、だれで
も、いつまでも」自由に
学び、学んだことを活か
せる「人と地域がともに
輝く生涯学習のまち」が
実現しています。
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第六次栗東市総合計画前期基本計画令和5年度計画　 令和５年７月４日（火）
第１回栗東市総合計画審議会　参考資料４

政策４　暮らしの安心を支える
　◆目標　多様性を認め合い、快適で安全に暮らし続けられるまち

今年度の目標
今年度の計画

（取り組み内容）
活動指標 計画値

施策名

めざす姿

所管部/
所管課

基本事業 主な事務事業

 総合計画評価

危機管理局/
危機管理課

１ 防災意識の高
揚、自主防災組織の
育成
２ 地域消防力の強
化
３ 防災基盤の整備
４ 災害危機管理体
制の充実

自衛消防育成事業
消防施設等整備補助
湖南広域行政組合負
担金
消防団員報酬等
消防団活動推進経費
防火水槽・消火栓維
持管理事業
防災活動推進事業
水防活動推進事業
危機管理センター管
理運営経費

地区防災計画策定支
援を実施する。

地区防災計画の完成
を目指す。

消防水利の
充足数

100

健康福祉部/
社会福祉課

１ 防災意識の高
揚、自主防災組織の
育成

災害時避難行動要支
援者登録制度

災害時避難行動要支
援者登録者数と同意
者の増加

各担当窓口での案内
や、未登録者への登
録案内を行うととも
に、自治会や関係機
関において活用方法
の周知を図る。

災害時避難
行動要支援
者登録人数
（同意）

1,800人

環境経済部/
農林課

５ 強靭な都市基盤
の整備

土地改良事業
本年度はため池の整
備のための事業計画
を作成する。

諸元調査及び耐震調
査の結果から整備す
る池の精査し、令和
７年にかけて順次事
業計画を作成する。

防災重点農
業用ため池
のハザード
マップの作
成及び調査

２（調査）

建設部/土木
交通課

５ 強靭な都市基盤
の整備

調整池等排水ポンプ
管理事業
急傾斜崩壊対策事業

防災の推進（調整池
等の適切な維持管
理、土砂災害に対す
る安全性の向上）

調整池の排水ポンプ
（６箇所）の通常保
守点検を実施する。
急傾斜地崩壊対策事
業設計委託業務を実
施する。

調整池排水
ポンプの保
守点検の箇
所数

６箇所

建設部/住宅課
５ 強靭な都市基盤
の整備

都市計画推進経費
（住宅課）

災害の発生の防止と
被害の抑制のため、
木造住宅の耐震改修
を促進。

木造住宅無料耐震診
断・補強案作成事業
を通じて、市民に対
し耐震意識の向上を
図り、建築物の耐震
化に努める。

木造住宅無
料耐震診
断・補強案
作成申請受
付数

20件

建設部/道
路・河川課
【国・県事
業対策室】

５ 強靭な都市基盤
の整備

河港・砂防協会等負
担金
平地化事業促進協議
会等補助金

継続した要望活動を
実施。

加盟市と連携した要
望活動を実施し、各
事業の促進に繋げ
る。

－ －

上下水道事
業所/上下水
道課

５ 強靭な都市基盤
の整備

公共下水道事業
雨水幹線事業につい
て、継続して整備に
取り組む。

国が施工する国道8号
バイパス事業に合わ
せ葉山川３－６号雨
水幹線工事を実施す
る。
県が施工する守山栗
東雨水幹線の整備が
完了したことから、
出庭１号雨水幹線工
事を実施する。

雨水幹線整
備率

19.6%

施策9
防災の推進

災害から市民の生命と財
産を守るため、ハード、
ソフトの両面から整備を
行い、災害の発生の防止
と被害の抑制を図った、
災害に強いまちになって
います。
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第六次栗東市総合計画前期基本計画令和5年度計画　 令和５年７月４日（火）
第１回栗東市総合計画審議会　参考資料４

政策４　暮らしの安心を支える
　◆目標　多様性を認め合い、快適で安全に暮らし続けられるまち

今年度の目標
今年度の計画

（取り組み内容）
活動指標 計画値

施策名

めざす姿

所管部/
所管課

基本事業 主な事務事業

 総合計画評価

環境経済部/
環境政策課

１ 「環境基本計
画」「行動計画」の
推進
２ 生活環境の保全
３ 資源循環とごみ
の適正処理の推進

環境基本計画推進事
業
水質・大気等分析調
査事業
公害対策推進経費
墓地公園管理経費
狂犬病予防事業
ごみ減量リサイクル
推進事業
地域環境保全事業
一般廃棄物収集事業
廃棄物収集経費

廃食用油回収量：
10,000ℓ（第三次栗東
市環境基本計画目標
指標）
住宅用太陽光発電シ
ステム等設置補助：
住宅用太陽光発電シ
ステム、住宅用蓄電
池システム設置補助
申請件数　各50件

廃食用油回収計画値
の見直しも踏まえ
て、計画値が達成出
来るよう回収拠点施
設とも連携して事業
周知・啓発を図る。
令和５年度から新た
に住宅用太陽光発電
システム等設置補助
事業を実施し、温室
効果ガスの削減を促
進し、脱炭素社会の
実現を目指す。

廃食用油回
収量

10,000ℓ

環境経済部/
環境施設整
備課・環境
センター

３ 資源循環とごみ
の適正処理の推進

一般廃棄物中間処理
施設管理運営委託事
業
最終処分場管理事業
大阪湾広域臨海廃棄
物処理等事業
処理困難物等搬出処
分経費
資源ごみ処理事業
環境センター施設整
備事業
環境センター管理運
営経費
ISO14001推進事業

廃棄物の適正処理及
び再資源化への取り
組み。

使用済小型家電・
ペットボトル・容器
包装プラスチックの
処理委託、古紙・古
着・びん・金属類・
廃食用油の売却、焼
却灰のリサイクル委
託。

一般廃棄物
の資源化率

30%

花と緑の
ガーデン事
業実施団体
数

２団体

公園遊具の
修繕数

14個

市長公室/健
康運動公園
整備事業推
進課

１ 公園の整備・管
理の推進
２ 緑化の推進

公園維持管理事業
公園整備事業

栗東健康運動公園基
本設計の策定

栗東健康運動公園基
本設計業務の実施

－ －

建設部/住宅
課 ２ 緑化の推進

良好な住環境の整備
促進

緑化の実施率を向上
させる。

指導要綱の協議に基
づく緑化計画の通り
実施するとともに、
完了届を提出し検査
を受けるよう指導を
徹底する。

－ －

建設部/都市
計画課

１ 公園の整備・管
理の推進
２ 緑化の推進

みんなの広場等整備
事業
公園維持管理事業
公園整備事業
景観まちづくり促進
事業
緑地協定の推進

公園施設及び遊具の
適正な管理を図る。
緑地の推進。

花と緑のガーデン事
業実施。公園施設や
遊具の修繕実施。

施策10
循環型社会の推
進

「環境基本条例」の理念
が具現化され、地球環境
問題解決に関する取り組
みが進み、市民・事業
者・行政がそれぞれの役
割を認識し、協働・連携
して、ごみの発生抑制と
再資源化の取り組みによ
り、持続可能な循環型社
会が形成されています。

施策11
公園・緑地の推

進

豊かな緑が目に触れ、憩
いや遊びの場となる公園
が身近にある、緑にあふ
れた街並みになっていま

す。
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第六次栗東市総合計画前期基本計画令和5年度計画　 令和５年７月４日（火）
第１回栗東市総合計画審議会　参考資料４

政策４　暮らしの安心を支える
　◆目標　多様性を認め合い、快適で安全に暮らし続けられるまち

今年度の目標
今年度の計画

（取り組み内容）
活動指標 計画値

施策名

めざす姿

所管部/
所管課

基本事業 主な事務事業

 総合計画評価

政策推進部/
政策調整課

１ 適正な土地利用
の推進

栗東駅周辺のまちづ
くり

栗東駅周辺まちづく
り基本方針の具現化
に向けた検討

栗東駅周辺まちづく
り基本方針の具現化
に向け、各部局の取
り組み状況の整理を
行う。また、将来的
なまちづくりのため
の情報収集を行う。

栗東駅公共
用地等の有
効活用に向
けた検討

検討実施

建設部/都市
計画課

２ 良質な住宅・宅
地の維持・向上
３ 都市景観の形成
及び市民意識の高揚

地区計画制度の活用
景観まちづくり促進
事業

風格ある都市景観形
成の推進、周辺景観
と調和した景観に配
慮した建築物の誘導

建築確認申請時や窓
口対応時に風格づく
り会談や景観計画に
基づく説明を継続し
て実施する。

風格づくり
会談申出数

300件

建設部/住宅
課

１ 適正な土地利用
の推進
２ 良質な住宅・宅
地の維持・向上

開発指導・開発許可
市営住宅維持補修事
業

長寿命化計画に基づ
く対策工事を実施
し、市営住宅等のス
トックの長寿命化を
図る。

今年度の計画（取り
組み内容）につい
て、手原団地EV改修
工事を行う。

長寿命化対
策工事の着
工住戸数

86戸

施策13
空き家対策の推
進

市民や団体等の関係者に
よる空き家対策の主体的
な取り組みが進み、快適
で潤いのある住環境・生
活環境が形成されていま
す。

建設部/住宅
課

１ 空き家化の予
防・実態把握
２ 空き家の適正管
理

住宅管理経費

情報提供を通じた管
理不全空家の解消、
空き家バンクの運営
による空き家の利活
用を図る。

管理不全空家の現場
確認と所有者に対す
る通知、りっとう空
き家バンクの運営を
通じた情報提供と
マッチングの実施。

管理不全空
家が解消さ
れた割合％

60%

【上水】
大規模な漏水や水道
管破裂といった事故
を未然に防ぐため、
老朽管更新などの必
要な投資を着実に進
める。

栗東市水道事業整備
計画に基づき、今年
度は４地区(1,470ｍ)
の老朽管更新工事お
よびJR草津線横断部
の送水管布設工事を
実施する。

上水道有収
率

91.30%

【下水】
引続き経費回収率の
水準が改善できるよ
う、施設維持経費を
抑える。

汚水処理に要する費
用削減に努めるた
め、管路施設の調査
及び補修を継続し、
4.5kmの管路調査と
100箇所のマンホール
蓋の交換を実施す
る。

経費回収率 98.26%

施策12
住環境・都市景
観の形成

・市民の主体的な取り組
みにより、コンパクトプ
ラスネットワークを基本
としつつ次代につなぐ快
適な都市基盤や風格のあ
る都市景観が整ったまち
になっています。
・地域文化に深い理解を
持ち、地域主体で歴史文
化資源を活用し、歴史や
文化財を次世代に守り伝
えるまちになっていま
す。

施策14
ライフライン
（上下水道）の
整備

市民生活において必要不
可欠なライフラインであ
る上下水道を市民が安心
して利用でき、また次世
代に継承することができ
るよう持続可能な上下水
道事業が実現していま
す。

上下水道事
業所/上下水
道課

１ 安全で安心でき
る水道の構築
２ 強靭な水道の構
築
３ 公共下水道維持
管理の充実
４ 持続可能な上下
水道の構築

水道事業
公共下水道事業

19



第六次栗東市総合計画前期基本計画令和5年度計画　 令和５年７月４日（火）
第１回栗東市総合計画審議会　参考資料４

政策４　暮らしの安心を支える
　◆目標　多様性を認め合い、快適で安全に暮らし続けられるまち

今年度の目標
今年度の計画

（取り組み内容）
活動指標 計画値

施策名

めざす姿

所管部/
所管課

基本事業 主な事務事業

 総合計画評価

建設部/都市
計画課

１ 道路網等の整
備・維持
４ 総合的な交通戦
略の推進

道路整備プログラム
の見直し
交通ネットワークの
検討

戦略的・計画的な利
用しやすい道路網づ
くりの推進

滋賀県道路アクショ
ンプログラム等との
整合を図りながら、
昨年度に引き続き道
路整備プログラム見
直し策定を進める。

道路整備ﾌﾟ
ﾛｸﾞﾗﾑ見直
し検討の実
施率（５カ
年間で実施
を目指す）

100%

建設部/道
路・河川課

１ 道路網等の整
備・維持
２ 広域・近隣との
つながりを促進する
基盤整備

市道維持補修事業
国庫補助道路新設改
良事業
単独道路新設改良事
業
地域整備調査事業
国庫補助街路事業
単独街路事業

早期に措置を講ずべ
き状態にある橋梁
（健全度Ⅲ）の損傷
および変状を早期に
修繕し、落橋、倒壊
等の致命的な損傷に
至らないレベルの耐
震化対策を完了させ
る。

老朽化の著しい橋梁
を計画的に修繕し、
効率的な維持管理を
もって、安全で円滑
な道路交通の確保を
図り、長寿命化によ
るライフサイクルコ
ストの縮減を図る。

橋梁補修件
数

２件

建設部/土木
交通課

１ 道路網等の整
備・維持

橋梁の長寿命化
空洞・路面性状調査
道路付属物点検
緊急修繕事業
道路等愛護活動の推
進
狭あい道路の整備

橋梁点検の実施
橋梁点検を実施す
る。

橋梁点検箇
所数

30箇所

建設部/土木
交通課

３ 公共交通の充実
４ 総合的な交通戦
略の推進

バス路線対策事業
企画調整推進経費
（交通）

新型コロナウイルス
感染症の影響による
利用者減が最小限に
押さえられるよう、
感染対策についてバ
ス事業者と連携を
図っていく。

安全・ 安心に配慮し
て利用をしていただ
けるよう、ホーム
ページ等で運行状況
等について情報を発
信していく。

バスネット
ワークの確
保維持とし
て年間バス
利用者数

70,000人

建設部/道
路・河川課
【国・県事
業対策室】

２ 広域・近隣との
つながりを促進する
基盤整備

道路・都市計画協会
等負担金
県事業負担金（道
路）

継続した要望活動を
実施。

加盟市と連携した要
望活動を実施し、各
事業の促進に繋げ
る。

－ －

施策15
道路・交通の整
備

道路の整備や交流拠点機
能の強化など利便性の高
い公共交通ネットワーク
の整備を通じて、広域交
流、近隣地域交流が進
み、高齢化や災害等の緊
急時にも対応できる、安
心なまちになっていま
す。
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第六次栗東市総合計画前期基本計画令和5年度計画　 令和５年７月４日（火）
第１回栗東市総合計画審議会　参考資料４

政策５　行政の安心を営む
◆目標　参画したくなる、新時代のパートナーシップを追求するまち

今年度の目標
今年度の計画

（取り組み内容）
活動指標 計画値

市民部/自治
振興課

１ 協働によるまち
づくりの推進

市民社会貢献活動促
進事業
ボランティア市民活
動センター助成事業

「未来へつなぐ市民
活動応援事業」登録
団体の支援と併せ、
啓発による新たな活
動団体の活動支援を
実施する。

「未来へつなぐ市民
活動応援事業」登録
団体の支援と併せ、
啓発による新たな活
動団体の活動支援を
実施する。

ボランティ
ア登録団体
数・人数

150団体
1,800人

政策推進部/
政策調整課

１ 協働によるまち
づくりの推進

多様な主体との連携
に向けた環境整備

協働に取り組める環
境の整備（民間事業
者との包括連携協定
の締結）

各部局の意向を踏ま
えつつ、民間活力の
活用に向けて民間事
業者との包括連携協
定の締結に向けた調
整を行う。

環境整備に
向けた方策
検討

民間事業者
等との連携
の推進

政策推進部/
政策調整課

１ 健全な行財政運
営の推進
２ 職員の資質向上
３ 広域連携の推進

行政改革推進事業
広域行政推進事業
湖南広域行政組合負
担金

行財政改革の推進
（事務事業の見直
し、アウトソーシン
グの推進、財源確保
に向けた取り組
み）、広域行政の推
進

組織横断的な常設プ
ロジェクト会議を定
期開催し、行財政改
革の取り組みを進め
る。広域課題を精査
し、近隣市と連携し
た広域行政を推進す
る。

組織横断的
な総合改革
プロジェク
ト会議の実
施

10回

政策推進部/
地方創生企
画課

１ 健全な行財政運
営の推進
２ 職員の資質向上

企画調整推進経費
（元気創造）
職員提案制度

職員の職員提案に対
する意識付けと提案
数の増加。

職員が積極的に提案
できる制度設計を行
う。

職員提案の
提案数

10件

実質公債費
比率

13.5%

将来負担比
率

106%

標準財政規
模に占める
起債現在高

218.5%

標準財政規
模に占める
財政調整基
金・減債基
金現在高

12.8%以上
維持

施策1
市民参画と協働
の推進

市民活動が活発に行わ
れ、様々な協働による
まちづくりが進んでい
る元気で活力のあるま
ちになっています。ま
た、市民の声が届く優
しいまちが実現してい
ます。

 総合計画評価

施策2
効果的・効率的
な行財政運営

行財政改革として、すべ
ての施策・事務事業につ
いて、選択と集中、再
編、見直しを継続的に行
うことにより、財政の健
全化と併せて市民にとっ
て最適な行政サービスを
提供するまちになってい
ます。

市民によるまちづく
りの提案・意見を市
政に反映させるため
広聴活動に取り組
む。

９回　９件
市長公室/秘
書広聴課

１ 協働によるまち
づくりの推進
２ 市民参画の推進

市政功労者表彰事業
広報発行事業
SNS・メディア活用
事業

施策名

めざす姿

所管部/
所管課

基本事業 主な事務事業

総務部/財政
課

１ 健全な行財政運
営の推進

公共施設等管理事業
市有財産管理事業
財政調整基金積立
減債基金積立
市債借入管理事業

試行的に進めた枠配
分予算による予算編
成について、実施し
た結果を評価・検証
する中で、更になる
運用の改善に努めて
いく。また、継続的
な行財政改革を推進
するよう庁内の機運
醸成に努め、プライ
マリーバランスの黒
字を維持しながら公
債費の低減に向けた
工夫や財政調整基
金・減債基金の残高
の確保に努めてい
く。

パブリックコメン
ト、市長への手紙、
市長のこんにちは
トークの実施による
提案・意見の徴収。

パブリック
コメントの
実施回数、
意見数

財政健全化に向けた
取り組みを進めなが
らも、社会経済情勢
の変化等への対応や
新型コロナウイルス
感染症から市民生活
や地域経済を守るた
めの予算は確保し、
第六次総合計画の政
策である「５つの安
心」に基づく優先度
の高い事業を重点化
して計上していく。
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政策５　行政の安心を営む
◆目標　参画したくなる、新時代のパートナーシップを追求するまち

今年度の目標
今年度の計画

（取り組み内容）
活動指標 計画値

 総合計画評価

施策名

めざす姿

所管部/
所管課

基本事業 主な事務事業

総務部/財政
課

１ 健全な行財政運
営の推進

公共施設等管理事業
市有財産管理事業

適正な維持管理、お
よび計画的な維持修
繕に努める。

空調設備をはじめ、
庁舎における各設備
の計画的な修繕、お
よび市有財産の適正
な維持管理に努め
る。

市有財産の
維持管理

適正な管理

総務部/総務
課

１ 健全な行財政運
営の推進
２ 職員の資質向上

職員給与費(一般・
特会）
職員研修経費
職員福祉厚生事業

令和４年度に検討し
た人材育成基本方針
に基づき、職員個
人、管理監督者、人
事・研修担当課がそ
れぞれの役割を理解
し、共通の目的を
持って相互に連携し
ながら人材育成を進
める。

効率的・効果的な集
合研修の一環とし
て、引き続き草津市
と共同で集合研修を
行う。また研修内容
については、職階に
応じた今日的な課題
に対応したより実践
的なものとしてい
く。

集合研修延
べ出席人数
（階層別・
一般・人
権・同和問
題）

1,300人

議会事務局/
議事課

５ 「議会基本条
例」に基づく「市民
によく見え、魅力あ
る議会」の実現

政務活動事業
議会広報発行事業
議会運営経費

栗東市議会基本条例
第８条にある議会報
告会を開催する。

新型コロナウイルス
感染症の感染防止の
観点から、令和４年
度は、YouTubeを活用
した録画映像の配信
により行ったが、警
戒レベルが引き下げ
られる中、以前の対
面式や前回のYouTube
配信または別の方法
などよりよい方法を
検討する。

議会報告会
の開催

１回

総務部/財政
課

４ 内部チェック体
制の強化と適正な事
務の実施

一般行政推進経費
適正な契約事務の執
行に努める。

法令、基準に沿った
公平・公正な入札・
契約事務に努める。
建設工事にかかる委
託業務に最低制限価
格の導入を行う。ま
た、建設工事等にお
ける週休２日制の導
入を行う。

入札におけ
る契約成立
率

100%

総務部/総務
課

２ 情報戦略の推進
３ 個人情報の保護
と情報公開の適正実
施

情報公開・個人情報
保護推進事業

情報公開請求がされ
た時には、迅速かつ
適切に対応する。ま
た、個人情報保護に
関しては法律に基づ
き適切に対応する。

継続して市が保有す
る情報を広く公開
し、合わせて情報公
開制度の啓発も実施
する。また、個人情
報保護法の順守につ
いて職員に啓発す
る。

情報公開制
度の利用状
況

60人

政策推進部/
情報政策課

２ 情報戦略の推進
３ 個人情報の保護
と情報公開の適正実
施

基幹系システム管理
事業
情報系システム管理
事業
統計調査事務経費
指定統計調査費

情報システムは安全
性と効率性を重視
し、クラウドでの運
用を継続して推進す
る。また、各業務単
位で導入している情
報システムについて
もクラウド化を推進
する。

前年度までに導入し
ている電子申請シス
テムで扱う行政手続
きを増加させ、市民
の利便性と業務の効
率化を進める。

クラウド化
したシステ
ム数

44

施策3
行政サービスの
品質向上

内部チェックを踏まえ
た、公正で適正な事務事
業の実施、また、社会変
化に伴う市民ニーズに対
応した事務事業の実施に
より、行政事務、行政
サービスの品質が向上し
ています。

施策2
効果的・効率的
な行財政運営

行財政改革として、すべ
ての施策・事務事業につ
いて、選択と集中、再
編、見直しを継続的に行
うことにより、財政の健
全化と併せて市民にとっ
て最適な行政サービスを
提供するまちになってい
ます。
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◆目標　参画したくなる、新時代のパートナーシップを追求するまち

今年度の目標
今年度の計画

（取り組み内容）
活動指標 計画値

 総合計画評価

施策名

めざす姿

所管部/
所管課

基本事業 主な事務事業

市税の収納
率（現年度
分）

99.40%

国民健康保
険税の収納
率（現年度
分）

94.00%

会計課
４ 内部チェック体
制の強化と適正な事
務の実施

集中管理事業
会計管理経費

支出命令の審査を適
正に行うとともに、
調書作成指導により
確実な支出に努め
る。

調書作成における留
意点について、庁内
掲示板等により職員
へ周知し、作成誤り
の削減に努める。

例月出納検
査における
監査委員指
摘件数/全
調書数

1.00%

監査委員事
務局

４ 内部チェック体
制の強化と適正な事
務の実施

監査事務経費
工事技術監査事業

財務に関する事務の
正確性、合規性の観
点はもとより、経済
性、効率性、有効性
の観点による監査を
充実させる。

各種監査等が相互に
有機的に連携し行わ
れるよう努める。監
査結果について、よ
りわかりやすい表現
で積極的に公表し市
政に対する市民の信
頼確保に努める。

監査実施件
数

152件

施策4-1
シティセールス
の推進

市民が自らの住むまちの
魅力に愛着や誇りを持
ち、市民一人ひとりが自
信を持って大好きなまち
を紹介できる、または自
慢できるセールスマンと
なっています。

政策推進部/
広報課

１ 地域資源の活用
２ 多様な機会やメ
ディアの活用

シティセールス推進
事業
広報発行事業
SNS・メディア活用
事業

地域資源を活用した
市の魅力発信。

各課で実施する市の魅力
発信に繋がる事業を全て
シティセールスと位置づ
け、進行管理を行いなが
ら、職員一人ひとりが市
のシティセールスマンで
あるという意識付けに取
り組む。
クラウドファンディング
を活用したくりちゃんデ
ザインマンホール蓋の製
作を行い、くりちゃん・
栗東市の知名度アップと
市への誘客に努める。ま
た各種イベントでのくり
ちゃんによるPRに加え、
各課や市民記者ミツケー
ターとの協働により、効
果的な情報発信を行う。

－ －

施策3
行政サービスの
品質向上

内部チェックを踏まえ
た、公正で適正な事務事
業の実施、また、社会変
化に伴う市民ニーズに対
応した事務事業の実施に
より、行政事務、行政
サービスの品質が向上し
ています。

１ 効率的な総合窓
口業務の実施
４ 内部チェック体
制の強化と適正な事
務の実施

収納管理事業
賦課事業（個人市民
税、法人市民税、固
定資産税、諸税）
過誤納還付金等
徴税経費
賦課徴収経費
保険税還付金・還付
加算金（一般・退
職）

市民部/税務
課

マイナンバーカード
の普及促進とあわせ
て、コンビニ交付利
用率40％以上を目指
す。

収納率の影響の最小
化。課税客体の把握
の推進。課税の適正
化。固定資産評価替
の対応。

キャッシュレス決済
を推進する国の方針
を踏まえ、令和５年
度より共通納税シス
テム対象税目の拡充
（固定資産税・都市
計画税、軽自動車
税）を図ったとこ
ろ、さらに他税目
（個人市県民税、国
民健康保険税）を対
象とするための検討
を開始し、納税者の
利便性の向上を図
る。

コンビニ交付メ
ニューに住民票記載
事項証明書を追加す
る。マイナンバー
カードの個人宅出張
申請サポート事業を
開始し、コンビニ交
付利用に必須となる
マイナンバーカード
の普及促進に努め
る。

コンビニ交
付利用率

40%
市民部/総合
窓口課

１ 効率的な総合窓
口業務の実施

戸籍住民基本台帳管
理経費
戸籍機器導入事業
住民基本台帳機器導
入事業
住民基本台帳ネット
ワークシステム導入
事業
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◆目標　参画したくなる、新時代のパートナーシップを追求するまち

今年度の目標
今年度の計画

（取り組み内容）
活動指標 計画値

 総合計画評価

施策名

めざす姿

所管部/
所管課

基本事業 主な事務事業

政策推進部/
地方創生企
画課課

２ 多様な機会やメ
ディアの活用

馬事業企画経費
ふるさとりっとう応
援基金積立金

ふるさと納税の更な
る推進に向けて取り
組む。

ふるさと納税の更な
る推進：クラウド
ファンディング、企
業版ふるさと納税の
活用・推進

ふるさと納
税受入額

100,000千
円

市長公室/企
業立地推進
課

２ 多様な機会やメ
ディアの活用

トップセールスの推
進

企業立地に向けた
トップセールス件数
２社

市内既存企業との関
係構築および事業拡
大に係る情報収集、
新規企業の立地に係
る面談

企業立地に
向けたトッ
プセールス

２社

政策推進部/
広報課

４ 馬をコンセプト
にしたシティセール
スの推進

シティセールス推進
事業
広報発行事業
SNS・メディア活用
事業

　「馬のまち」に関
する情報発信の強
化。

馬に乗ったくりちゃ
んのデザインマン
ホール蓋の製作とあ
わせて、広報紙やイ
ベント等の機会に
「うますぎる栗東」
ロゴや馬をモチーフ
にしたデザインを活
用することで、「馬
のまち」のイメージ
定着を図る。また広
報紙やHPで「うます
ぎる栗東大使」をは
じめ、JRA騎手からの
メッセージを掲載す
るなど、市民に馬を
身近に感じていただ
く取り組みを推進す
る。

－ －

政策推進部/
地方創生企
画課

１ 民間による馬関
連事業の取り組みの
支援
２ 多様なまちづく
り分野における馬の
活用
４ 馬をコンセプト
にしたシティセール
スの推進

馬事業企画経費
民間事業者と連携し
たホースセラピー事
業

地域資源を活用した
シティセールスによ
るまちの魅力発信

ふるさと納税制度に
おける馬関連の返礼
品の拡充を行い、馬
のまちのPRを推進す
る。包括連携協定を
活用して馬のまちの
PRを行う。

ふるさと納
税における
返礼品（馬
関連）取扱
事業者数

11社以上

環境経済部/
商工観光労
政課

１ 民間による馬関
連事業の取り組みの
支援

観光振興事業

回復傾向にある観光
消費を見据え、栗東
市観光協会と連携し
情報発信に務める。
馬事業推進室と連携
し、「馬のまち」と
してブランド力向上
を図る。

観光客ニーズ調査等
を通じて、「馬」に
関する県内外からの
イメージ等の把握し
た上で、次年度に向
けて事業の立案に努
める。

民間企業と
の協働の推
進

推進

市長公室/健
康運動公園
整備事業推
進課

３ 馬とのふれあい
拠点の整備

公園整備事業 基本設計の策定
栗東健康運動公園基
本設計業務の実施

－ －

こども家庭
局/幼児課

２ 多様なまちづく
り分野における馬の
活用

馬を活かした取り組
み検討

各園において保育活
動の中で馬を活かし
た取り組みを推進す
る。

各園より馬を取り入
れた保育活動の方法
について、意見を集
めて市内園全体で取
り組みを進めてい
く。

馬をテーマ
にいた作品
掲示に参加
する園の数

20か園

教育部/ス
ポーツ・文
化振興課

１ 民間による馬関
連事業の取り組みの
支援

馬に親しむ日事業
「馬に親しむ日」入
場者数

今年度も既に開催さ
れないことが決定し
ている。

「馬に親し
む日」入場
者数

－

施策4-2
馬を活かしたま
ちづくりの推進

まちに馬と触れ合える場
所や馬を身近に感じられ
る雰囲気があり、「馬の
まち」として発信される
魅力に人が訪れ、市民が
「馬のまち」を自分たち
の誇りや自慢として語れ
るまちとなっています。

施策4-1
シティセールス
の推進

市民が自らの住むまちの
魅力に愛着や誇りを持
ち、市民一人ひとりが自
信を持って大好きなまち
を紹介できる、または自
慢できるセールスマンと
なっています。
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